
＜様式5＞

※青字は注意書きにつき、書類提出時には削除してください。
※2ページ目も必ず印刷して提出してください。

独立行政法人 国際協力機構 御中

【代表提案者】 ※代表者印及び社印を押印してください。

≪法人番号（マイナンバー） ： ≫ （※1）

住所 ：

法人名称 ： 印

法人代表者役職名及び氏名 ：

※複数社の場合は、各法人につき記入し、

【共同提案者】 代表者印及び社印を押印してください。
（※2）

≪法人番号（マイナンバー） ： ≫ （※1）

住所 ：

法人名称 ： 印

法人代表者役職名及び氏名 ：

≪法人番号（マイナンバー） ： ≫ （※1）

住所 ：

法人名称 ： 印

法人代表者役職名及び氏名 ：

≪法人番号（マイナンバー） ： ≫ （※1）

住所 ：

法人名称 ： 印

法人代表者役職名及び氏名 ：

≪法人番号（マイナンバー） ： ≫ （※1）

住所 ：

法人名称 ： 印

法人代表者役職名及び氏名 ：

（1）企画競争申込書 ・・・・・・・・・・・ 1部（電子データ）
（2）企画書ファイル ・・・・・・・・・・・ 1部（電子データ）
（3）企画書CD-R ・・・・・・・・・・・ 1枚

年　　月　　日

2023年度　協力準備調査（海外投融資）

企画競争申込書

（※1）JICAの競争参加資格「整理番号（7桁）」ではありません。国税庁が指定する13ケタの法人番号（法人マイナンバー）を記載してください。
（※2）共同企業体として提案される場合は、全提案者を連名で記入してください。また、代表法人及び全構成法人の代表者印及び社印を必ず押印し
てください。なお、提案案件が採択され、契約を締結する場合、契約の受注者は、全提案法人からなる共同企業体となります。この共同企業体につい
て、(a)上記の代表法人が代表者となり、代表法人以外のすべての共同提案法人は構成員となります。(b)名称は、「＜国名+案件名＞共同企業体」と
なります。

　標記に関する以下の企画書を、募集要項、同別添資料、関連するJICAホームページ掲載情報等を確認、同意のうえ作成しました
ので、別添のとおり提出いたします。

　本件業務を受注するに当たっては、上の各法人が共同し、連帯責任をもって、受注業務（契約の義務）を果たします。
　　　　　　　※複数社の場合は記入してください。

　また、企画書の提出に際し、下記（次葉に記載の）事項について誓約します。当該記載事項に係る誓約に虚偽があった場合又は
誓約に反する事態が生じた場合、それにより当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。



＜様式5＞

２． 個人情報及び特定個人情報等の保護
社として「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」及び「特定個人情報の適正な
取扱いに関するガイドライン（事業者編）（平成26年12月11日特定個人情報保護委員会）」に基づき、個人情報及び特
定個人情報等（※3）を適切に管理できる体制を以下のとおり整えていること。
(中小規模事業者(※4)については、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」別添「特定個人
情報に関する安全管理措置」に規定する特例的な対応方法に従った配慮がなされていること。）
（ア） 個人情報及び特定個人情報等の適正な取扱いや安全管理措置に関する基本方針や規程類を整備している。
（イ） 個人情報及び特定個人情報等の保護に関する管理責任者や個人番号関係事務取扱担当者等、個人情報及び特
定個人情報等の保護のための組織体制を整備している。
（ウ） 個人情報及び特定個人情報等の漏えい、滅失、き損の防止その他の個人情報及び特定個人情報等の適切な管
理のために必要な安全管理措置を実施している。
（エ） 個人情報又は特定個人情報等の漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応する
ための体制を整備している。

以　上

４．上記提出書類の全ての記載事項及び添付書類については、事実と相違ないこと。

５．本件調査の結果、提案する事業計画の実現見通しが確認できた場合には、本格調査の実施を通じて実施主体として事業
投資の検討を進める意思があること。（※5）

 　(※3）特定個人情報等とは個人番号（マイナンバー）及び個人番号をその内容に含む個人情報をいう。
　 (※4) 「中小規模事業者」とは、事業者のうち従業員の数が100人以下の事業者であって、次に掲げる事業者を除く事業者をいう。
　　　・ 個人番号利用事務実施者
　　　・ 委託に基づいて個人番号関係事務又は個人番号利用事務を業務として行う事業者
　　　・ 金融分野（金融庁作成の「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」第１条第１項に定義される金融分野）の事業者
　　　・ 個人情報取扱事業者
　（※5）「予備調査（単独型）」では不要です。

３.　不正行為の防止
募集要項「7. 本調査実施上の条件　(３) 提案法人の不正行為防止について」に記載する不正腐敗行為や不適切な経
理処理に該当する行為を行わないこと。

１． 反社会的勢力の排除
競争から反社会的勢力を排除するため、以下のいずれにも該当しないこと。また、将来にわたっても該当しないこと。
（ア） 競争参加者の役員等（競争参加者が個人である場合にはその者を、競争参加者が法人である場合にはその役員
をいう。以下同じ。）が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力団等（各用
語の意義は、独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成24年規程(総)第25号）に規定す
るところにより、これらに準ずる者又はその構成員を含む。以下「反社会的勢力」という。）である。
（イ） 役員等が暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者であると認められる。
（ウ） 反社会的勢力が競争参加者の経営に実質的に関与している。
（エ） 競争参加者又は競争参加者の役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害
を加える目的をもって、反社会的勢力を利用するなどしている。
（オ） 競争参加者又は競争参加者の役員等が、反社会的勢力に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直
接的若しくは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与している。
（カ） 競争参加者又は競争参加者の役員等が、反社会的勢力であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい
る。
（キ） 競争参加者又は競争参加者の役員等が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有している。
（ク） その他競争参加者又は競争参加者の役員等が、東京都暴力団排除条例（平成23年東京都条例第54 号）又はこ
れに相当する他の地方公共団体の条例に定める禁止行為を行っている。

記


